
プレゼンテーション表紙サンプル （スライドサイズ 4：3 25.4 x 19.05cm）

教員養成部会における
審議状況について
令和７年 ７月25日
総合教育政策局教育人材政策課

令 和 ７ 年 ７ 月 2 5 日
第151回初等中等教育分科会
資 料 ２ － １



令和３年１月答申

● 優れた教師人材の確保に必要な採用に係る方策
※ 教員採用選考に係る第一次選考の共同実施に

向けた検討等の動きも勘案
● 教職生涯全体を通じ「学び続ける教師」の実現に向け、
・ 研修や学ぶ時間の確保等によって自己の資質能力
等を高められるような環境整備
・ 研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励の進捗
状況の検証
・ 学校管理職のマネジメント能力の強化
・ 現職教師等の能力の高度化のために中心的な場
となる教職大学院での指導の質の確保

のための方策              等

● 教員資格認定試験の在り方（試験の実施方法など)

● 大学の学部段階では教職課程を履修しなかった
社会人等が、大学院での教職に関する学修によって
教員免許の取得が可能な仕組みの構築

● 特別免許状等の更なる活用促進に向けた方策

● 民間企業等に勤務する者が当該企業等に在籍
しながら教師として勤務する際の任用形態の在り方

● 養成・採用・研修の取組の改善を有機的につなげる
観点から必要な支援方策  等

● 社会の変化や学習指導要領の改訂等も見据えた
教職課程の在り方（学修内容や学修方法など）

 ※ 教員養成フラッグシップ大学の取組も勘案

● より多くの学生が教員免許取得を目指したり、
教職生涯を通じて能力向上への意欲を喚起したり
するような教員免許制度の在り方

● 教員養成系大学・学部等が、教育委員会との
連携を深め、地域に求められる教師人材の確保に
つなげるために必要な取組

● 教師人材を安定的に輩出するため、必要な教職
課程が大学において継続的に開設・実施できる
ようにするための方策  等

※ 別途諮問している「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方」についての議論とも連動させながら審議。

令和４年12月答申

● 「令和の日本型学校教育」：「全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現」。その一体的な充実を通じて
「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善へつなげていく必要性、それを担う教師及び教職員集団の在り方について提示。

令和６年８月答申

● 教師に共通的に求められる資質能力の再整理とともに、「新たな教師の学びの姿」の実現、多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成等
の改革の方向性を提示。

  教師一人一人の資質能力・専門性の向上と、多様な専門性や背景を持つ人材を教師として取り入れるための改革が現在進行中。
● 学校における働き方改革の更なる加速化、学校の指導・運営体制の充実、教師の処遇改善

を一体的・総合的に推進する方策を提示。
  学びの専門職である教師の「働きやすさ」と「働きがい」の両立に向けた環境整備に取り組んでいく。

主な検討事項
      多様な専門性や背景を有する社会人等が
      教職へ参入しやすくなるような制度の在り方

  社会の変化や学習指導要領の改訂等も
見据えた教職課程の在り方

  教師の質を維持・向上させるための
   採用・研修の在り方① ②

多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成を加速するための方策について
（令和６年12月25日 中央教育審議会 諮問） 【概要】

③

少子化による生産年齢人口の減少、AI技術等の先端技術が高度に発達する時代
● 子供一人一人の能力の最大化、子供たちの主体的な学びの支援・伴走への教師の役割の転換 教師に質の高い人材を十分に育成・確保することが必要。
● 現在のいわゆる「教師不足」の背景にある教師の年齢構成に起因する大量退職とそれに伴う大量採用の時期が過ぎれば、自ずと解決する課題ではない。

教師を取り巻く環境整備に深く関わる事項として、
「教員免許や教員養成の在り方等」について、
専門的な検討を行うことに期待。

「令和４年答申」で示された改革の方向性にのっとり、課題解決のための戦略的意図を持って、改めて制度の根本に立ち返った検討を実施。
 教師人材の質の向上と入職経路の拡幅を強力に推進し、多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成を加速することが必要。
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 教職課程として共通的に修得すべき内容や、最新の教育課題に対応する科
目や各大学の特色ある科目を生かした柔軟な教師養成の在り方、そのプログ
ラムの質保証の在り方、さらに、デジタルも活用した柔軟な学生の学びや成果
確認など総合的に教員免許取得に至る学びを考えていくべきではないか。

 現状、教員免許を取得するためには単位数が多く、取らなければならない授
業という形になってしまっており、自ら選択・判断し、意思決定するようなカリキ
ュラムとなっていないのではないか。一人でも多くの優秀な人が教職を目指し
てくれるよう、単位数の見直しも含めて検討することが必要ではないか。

 高度専門職業人としての教師の育成については、学部段階での基本的・共通
的な資質能力を踏まえて、大学院段階では自らの実践や実際の教育課題の
理解・解決に向けた探究的・研究的な活動ができる資質能力を有し、かつ教
師としての得意分野を有する教師を育成することとして、それに対応する免許
として専修免許状を位置づけるべきではないか。

 教職生涯を見据えて、自ら課題を設定し、その課題解決に向けて研究・開発で
きる探究力・研究力を身につけるため、教育臨床研究を充実すべきではない
か。

 現在の教員免許制度の中で、短大・学部段階の教師養成について担保してい
る質を落とさないことを前提として、教員免許取得に至る学びを再構築の上、
改めて標準的な教員免許状として位置づけ、その上で、より高い専門性は教
職大学院で確保するというような仕組みが必要ではないか。

 教職生涯を通じて、学習者本位で自律した学びをデザインし、主体的
・対話的で深い学びを創り出す能力等を形成していくことが重要。養
成段階においては、教師となる際に必要な最低限の基礎的・基盤的
な能力を担保すると考えるべきではないか。

 子供たちの学び（授業観、学習観）の転換、教師自身の学び（研修観
）の転換がなされてきていることを踏まえれば、必然的に「養成観の
転換」が求められるのではないか。

 教職科目には、概念と実践の融合が求められることから、オンデマン
ド教材を活用する際は、対面の授業において、オンデマンド教材など
により学修した内容を活用して対話し実践に結び付ける「学びのトー
タルデザイン」が必要ではないか。

 教職に関する基本的な法令や指導方法等の知識について、デジタル
を活用して習得・確認できるシステムを構築できれば、教師を目指す
学生の学び方を柔軟にし、教職課程の在り方を含めた大学における
教師養成の仕組みを、質を落とさず再構築することにつながるので
はないか。また、学生の学びの成果をこれまで以上に実質的に保証
する意味でも効果的ではないか。

１．社会の変化や学習指導要領の改訂等も見据えた教職課程の在り方
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 昨年１２月の総会での諮問以降、教員養成部会では計７回の審議を実施。現時点での審議状況は以下
のとおり。

議論が必要と考えられる事項と基本的な考え方（抜粋）

 地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化事業の取組を地域全体の取組に拡大していくべきではないか。

 教職課程の質を落とさずに教職課程を維持するため、地方の国立の教員養成系大学・学部が、近隣の他の大学等へ、免許科目の提供ができるような制度設
計、単位互換や連携教職課程といった仕組みを利用した国公私立大学間における連携が必要ではないか。

（１） 教職課程の在り方 （２） 教員免許制度の在り方

（３） 教師人材の安定的な確保に向けた教員養成の在り方



 教職生涯を通じた能力形成のためには、教師が生き生きと働くこと
のできる環境づくりが重要であり、制度改正に加えて、教職の価値と
やりがいについて情報発信が求められる。

 養成段階を超えて、現職教師や教職志望の社会人等が学びたいと
きに学びたいことが学べる環境づくりが必要であり、そのため、経済
的負担の軽減、研修等定数の拡充、有給研究休暇制度等を検討す
る必要がある。

 対話に基づく受講奨励が、「受講奨励」にウエートがかかっており対
話が必ずしも十分でないということがあるのではないか。学びに向か
っていくためには、同僚とのやり取りを含め、動機づけになるような豊
かな気づきを醸成するような人間関係が重要である。

 学習観・指導観の転換及び学校課題の多様化・複雑化も踏まえて，
教職大学院で育成すべき実践力について再検討すべきではないか
。これからの学校において指導的な役割を担う教師の実践力とは、
自らの実践や教育課題に対する理解と改善・解決を志向し、探究的・
研究的に取り組むことのできる資質能力として整理できるのではない
か。

 今後、全体として見れば、中長期的に採用者数が減少していく方向に入ると
見込まれるものの、志願者数を一定に保ったり、これまで以上に増やしていく
ことが容易な状況ではなく、採用倍率が自然に回復するわけではないと考え
られる。引き続き、教職志願者を獲得するための取組を継続することが重要
であると考えられる。

 就職氷河期の世代の採用等を鑑みて、教師の中途採用の拡大や、民間企
業に在籍しながら学校に勤務するというような形態も視野に入れていく必要
があるのではないか。

 教師の採用広報を教育委員会だけに委ねることには限界があり、国と地方
が一体となった広報戦略が必要。あわせて、教職は将来を創造する人材を
育成する中核的な職業であり、国主導で教職の社会的意義を再発信するこ
とも必要ではないか。

 日程の早期化について、特に教育学部以外の学部出身者が多く受験し、他
業種との争奪戦の影響が強いと思われる中学校や高校の新卒受験者が、
横ばいもしくは低下傾向にあるということから、引き続き重要。

 教員採用選考の第一次試験の共同実施により、各都道府県において単独で
実施している現状と比べ、①複数の自治体が問題作成に参画することによる
試験内容の質の向上、②第一次選考の問題作成に係る負担軽減による第
二次選考における人物・実践力重視の丁寧な選考の実施、③教員採用選考
に係る教師や教育委員会事務局職員の作業の合理化や経費の削減による
児童生徒への対応や学校運営などの業務への注力などの点においてメリッ
トがあると考えられる。

２．教師の質を維持・向上させるための採用・研修の在り方
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議論が必要と考えられる事項と基本的な考え方（抜粋）

（１） 採用の在り方 （２）現職教師の能力向上



 大学において教職課程を履修しなかった社会人等の学び直しやキャ
リアアップの観点から、修士の学位と教員免許状が取得できる新た
な課程を創設することについてどのように考えるか。

 大学において教職課程を履修していない社会人等が、２年間又は１
年間で集中的に教員免許状と修⼠の学位を取得するためには、ど
のような教職課程の在り方が望ましいか。

 できる限り多くの多様な専門性や背景を有する社会⼈等に教師への入職を
目指してもらえるような試験の在り方はどのようなものか。

 大学における教員養成の原則との関係で、教員資格認定試験を拡⼤展開し
ていくことについて、どのように考えるべきか。

 教員資格認定試験の⽅式について、一定の学習プログラムの受講や成果確
認の結果を取り⼊れていくことについて、どのように考えるか。

 教員資格認定試験を通じて教員免許を取得した者も含め、教師として採用前
の者に学校現場を体験したり、実践⼒を⾼めたりする機会を設けることにつ
いてどう考えるか。

３．多様な専門性や背景を有する社会人等が
教職へ参入しやすくなるような制度の在り方
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議論が必要と考えられる事項（抜粋）

（１） 教員資格認定試験の在り方 （２）大学院での教職等に関する学修によって
教員免許取得可能な仕組みの在り方

（３） 特別免許状等の更なる活⽤促進
（４） 企業等に在籍しながら教師として勤務する際の

任用形態の在り方

 民間企業等での勤務を経験した後に教師になる者が未だ少数であ
る中、企業に在籍しながら教師としても勤務する者を増やしていくこと
が考えられるが、その際、任用形態を含めどのような課題があるか。

 自社の人材が学校で活躍することで、企業側にはどのようなメリット
があると考えられるか。

３．「多様な専門性や背景を有する社会人等が教職へ参入しやすくなるような制度の在り方」
については引き続き8月7日に議論予定

 特別免許状等の制度について、制度趣旨が十分に浸透していない、都道府
県によっては消極的な運用である、などの現状を踏まえ、認知度の向上、採
用の在り方など、さらなる活用促進に向けてどのような方策が考えられるか。

 特別免許状取得者等について、入職の障壁となる教育現場への疑問・不安
の解消や、教職課程を経ていないことによる教師としての質への懸念に対応
するために、研修等の質保証・向上の仕組みについてどのようなものが考え
られるか。



参考資料
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○ 教員免許の取得に当たっては、学士の学位が必
要（４年制大学の卒業要件は計124単位）

○教育職員免許法施行規則第66条の6に定める科目
は、

・日本国憲法

・体育

・外国語コミュニケーション

・数理、データ活用及び人工知能に関する科目 
又は 情報機器の操作

の４科目各２単位の計８単位の修得が必要

○教職課程の科目の単位は、

・教科及び教科の指導法に関する科目

・教育の基礎的理解に関する科目

・道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び

生徒指導、教育相談等に関する科目

・教育実践に関する科目

・大学が独自に設定する科目

の計59単位の修得が必要

○小学校又は中学校の免許状を取得する場合は、
７日間の介護等体験の実施が必要

教員免許の取得に至る学びについて（※中学校１種免許状の場合）

教員免許の取得に至る学びの全体構造

学士課程の修了に必要な
科目の単位の修得

教職課程の科目の単位の修得
（計59単位）

教育職員免許法施行規則第66条の６
に規定する科目の単位の修得（８単位）

介護等体験の実施

１
２
４
単
位
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各科目に含めることが必要な事項 専
修

一
種

二
種

教科及び教
科の指導法
に関する科
目

• 教科に関する専門的事項※１

• 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）
※２

28 28 12

教育の基礎
的理解に関
する科目

• 教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
• 教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学
校への対応を含む。）

• 教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学
校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）

• 幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
• 特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解※３

• 教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

10 10 ６

道徳、総合
的な学習の
時間等の指
導法及び生
徒指導、教
育相談等に
関する科目

• 道徳の理論及び指導法※４

• 総合的な学習の時間の指導法
• 特別活動の指導法
• 教育の方法及び技術
• 情報通信技術を活用した教育の理論及び方法※5

• 生徒指導の理論及び方法
• 教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含
む。）の理論及び方法

• 進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

10 10 ６

教育実践に
関する科目

• 教育実習 ５ ５ ５

• 教職実践演習 ２ ２ ２

大学が独自
に設定する
科目

28 ４ ４

83 59 35

 中学校教諭

※１ 例えば、数学の場合、代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータについて、それぞれ１以上の科目を修得
※２ 専修免許状又は一種免許状の場合は８単位以上、二種免許状の場合には２単位以上を修得
※３ １単位以上を修得
※４ 専修免許状又は一種免許状の場合は２単位以上、二種免許状の場合には１単位以上を修得
※５ １単位以上を修得

（単位）

教職部分

普通免許状の取得に当たって修得を要する単位（小学校・中学校教諭）

各科目に含めることが必要な事項 専
修

一
種

二
種

教科及び教
科の指導法
に関する科目

• 教科に関する専門的事項※１

• 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）
※２

30 30 16

教育の基礎
的理解に関
する科目

• 教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
• 教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学
校への対応を含む。）

• 教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学
校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）

• 幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
• 特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解※３

• 教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネ
ジメントを含む。）

10 10 ６

道徳、総合
的な学習の
時間等の指
導法及び生
徒指導、教
育相談等に
関する科目

• 道徳の理論及び指導法※４

• 総合的な学習の時間の指導法
• 特別活動の指導法
• 教育の方法及び技術
• 情報通信技術を活用した教育の理論及び方法※5

• 生徒指導の理論及び方法
• 教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法

• 進路指導（キャリア教育に関する基礎的な事項を含
む。）の理論及び方法

10 10 ６

教育実践に
関する科目

• 教育実習 ５ ５ ５

• 教職実践演習 ２ ２ ２

大学が独自
に設定する科
目

26 ２ ２

83 59 37※１ 国語、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭、体育及び
外国語の教科に関する専門的事項を含む科目のうち１以上の科目を修得

※２ 専修免許状又は一種免許状の場合は、国語等の教科の指導法に関する科目についてそれぞれ１単位以上、
二種免許状の場合には６以上教科の指導法に関する科目について、それぞれ１単位以上を修得

※３ １単位以上を修得
※４ 専修免許状又は一種免許状の場合は２単位以上、二種免許状の場合には１単位以上を修得
※５  １単位以上を修得

 小学校教諭 （単位）

教科部分

上記に加えて ・ 「日本国憲法」、「体育」、「外国語コミュニケーション」、「数理、データ活用及び人工知能に関する科目」又は「情報機器の操作」（各２単位、計８単位）
・ 介護等体験（7日間） 8



２．教職大学院の特性（既存の修士課程との違い）

３．現状
① 設置大学数【令和６年度】        ： ５４大学（国立大学４７校、私立大学７校）
② 教員就職率（※）【令和６年３月修了者】： ８７．８％

（参考）国立教員養成大学・学部の学部新卒者の教員就職率：６９．０％（令和６年３月卒業者）
（※）現職教員学生を除く教職大学院修了者のうち教員に就職した者（臨時的任用を含む）の割合を指す。

③ 入学定員充足率【令和６年度】  ： ８５．６％ （前年度より０．７％増）
④ 志願者数【令和６年度】            ： ２，６４８人 （前年度より５０人減）
⑤ 入学者数【令和６年度】            ： ２，１７８人 （前年度より１７人増）

          （現職教員：８７０人（４０％）学部新卒学生等：１，３０８人（６０％））

１．教職大学院の目的及び機能
平成１９年度に、高度専門職業人養成としての教員養成に特化した専門職大学院として制度化。（平成２０年度から開設）
① 学部段階での資質能力を修得した者の中から、さらにより実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくりの有力な一員とな

り得る新人教員の養成。
② 現職教員を対象に、地域や学校における指導的役割を果たし得る教員等として不可欠な確かな指導倫理と優れた実践力・

応用力を備えたスクールリーダーの養成。

教職大学院 教員養成系修士課程
修了要件 ４５単位以上 （うち１０単位以上は学校等での実習） ３０単位以上

修士論文の作成（研究指導）
教員 ４割以上は教職経験者等の実務家教員 大半が研究者

授業方法 ①事例研究、現地調査、双方向・多方向に行われる討論・質疑応答
②学校実習及び共通科目を必修とした体系的な教育課程

研究指導が中心

学位 教職修士（専門職） 修士（教育学）

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ４．最近の振興策
①令和５年６月に、専門職大学院設置基準を改正し、学部と連携した５年一貫コース等の設置を可能にするとともに、②令和

６年５月に、教職大学院を修了し教師となった者を中心に大学院在籍時に貸与を受けた奨学金の返還を免除する制度を創設。
これらにより、①時間的制約の緩和の支援、②経済的な支援、を可能とし、「教職の高度化」（質の向上）と「教師志願者の拡
大」（質的確保）を実現。

教職大学院（専門職学位課程）制度の概要

9



○ 教職大学院の課程の修了要件は、４５単位以
上（実習１０単位以上を含む）。

○ 共通科目の部分の単位数については、おおむ
ね２０単位。

＊教科領域を教職大学院に導入する場合には、５領域全てを学ぶことを条件に、16
～18単位とする弾力的な運用も可能。管理職を目指す現職教員を主な対象とす
る学校経営に特化したコースについては、必要に応じて総単位数を12単位程度
に減少させることも可能。

○ 実習については、現職教員について全部又は
一部免除することができる。現行の教職大学
院では、６大学で全部免除、27大学で一部免
除を認めている。※出典：令和５年度教職大学院実態調査

＊各教職大学院によって、例えば、修了要件は45～49単位、学校における実習は 
10～12単位、共通科目は18～24単位とするなど、それぞれ工夫している。

○ 教職大学院は、教育上有益と認めるときは、
入学前の既修得単位の認定が可能。

＊他の大学院において修得した単位については、実習単位に係る免除分や単位互換
分も含め、修了要件の２分の１を超えない範囲まで。

10

教職大学院の教育課程について



今後の教員需給の動向について

 今後の教育政策や社会動向を踏まえた、教員の需要と供給については、以下のような増減要因が想定
されるところ。

 教員採用について検討する際は、このような教員の需給の動向も念頭に置きつつ、議論を進める必要。

採用（需要）の増要因

 特別な教育的支
援を必要とする
児童生徒の増加

特別支援学校、特別
支援学級、通級による
指導を受ける児童生
徒が増加傾向

 正規教員の増加
教師の年齢構成に起
因する足下の大量退
職に伴う大量採用、
いわゆる限度政令の
改正を踏まえた、毎年
の産休・育休者を見込
んだ、正規教員採用増

 教職員定数の改善
国による改善＋自治
体による独自の改善

等

採用（需要）の減要因

 児童生徒数の減
少に伴う教職員
定数の自然減

 退職者数の減少
教師の年齢構成の変
化により、中長期的に
は大量退職の時期が
過ぎ、退職者数がピー
クアウトする見込み

等

志願者（供給）の増要因

 教職の魅力向上
学校における働き方改
革の更なる推進、処遇
改善、指導・運営体制
の充実等

 教員免許制度等
改革

 教員採用選考の
改善

日程の早期化、社会
人向け特別選考や試
験の複数回実施によ
る受験機会の充実等

等

志願者（供給）の減要因

 少子化に伴う大
学進学者の減少

 生産年齢人口の
減少に伴う人材
獲得競争の激化

等

※上記要因の他、足下の景気動向と連動した
 民間就職状況等も影響 11



試験日程の早期化、複数回実施、多様な選考方法について

12

 令和４年の中央教育審議会答申においても、教員採用選考に関して、実施日程の早期化や複線化、多
面的な採用選考の重要性が提言されている。

 各教育委員会においても、日程の早期化や複数回実施、特別選考の拡充、長く教壇を離れていた者や
教職経験のない者向けに、最新の教育事情を踏まえた入職前の研修等を実施してきているところ。

○民間企業や他の公務員への就職が多い教員養成系以外の学部で多くの学生
が教員免許を取得している中学校・高等学校の採用選考では新卒受験者が減
少しており、他業種の就職活動を踏まえて日程の早期化が必要。

○令和７年度採用選考において、36自治体が標準日（6月16日）の週以前に
第一次試験を実施するなど、各自治体が積極的に対応。
令和８年度採用選考では５月11日を標準日とし、更なる前倒しを要請。

○早期化による受験者増加の効果は、引き続き中期的に分析。

採用選考の早期化 特別選考の拡充
○特別免許状の授与を前提とした民間企業等経験や博士号の取得等を加味
した特別な選考や、採用選考受験後に免許取得のための猶予期間を設けた
選考等が重要。

○長く教壇を離れていた者や教職経験のない者向けに、入職前の不安を軽減し
円滑な入職につなげるため、最新の教育事情を踏まえた入職前の研修も行わ
れている。

・教職経験               
・前年度試験での実績     
・複数免許状の所持
・いわゆる「教師養成塾」生
・大学・大学院推薦
・教職大学院修了 
・博士号取得       
・臨床心理士、公認心理士等

：68県市
：53県市
：55県市
：12県市
：40県市
：18県市
： 9県市
：13県市

・英語の資格等
・スポーツの技術や実績
・芸術の技能や実績      
・国際貢献活動経験等
・民間企業等勤務経験    
・情報処理技術等の
  資格の所持

：63県市
：42県市
：20県市
：40県市
：59県市
：24県市

※令和５年度採用選考における特別選考の実施状況複数回実施
○春～夏だけでなく、秋～冬に追加的に採用選考の機会を設ける自治体が増加。

文部科学省の委託事業でも、試験問題作成にかかる負担軽減等を目的として、
秋～冬に行う選考での活用を想定した教養試験問題を作成。

○また、大学の推薦等を要件とするなど、学生の大学における学修に支障が生じない
ことを前提としながら、筆記試験の一部等を大学3年生のうちから受験することが
できる仕組みも広がっている。

※令和６年度採用選考において、
 秋～冬に追加的に採用選考を実施 ：20県市
 大学３年生向けの採用選考を実施 ：15県市

多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成へ向け、幅広い分野
の人材に受験機会を創出



 令和６年度（令和５年度実施）における全体の競争率（採用倍率）は、3.2倍（過去最低）で、前年度の3.4倍から低下

（注：「全体」は小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、養護教諭、栄養教諭の合計）

• 受験者数は115,619人で、前年度に比較して5,344人減少。

 令和６年度（令和５年度実施）における小学校の競争率（採用倍率）は、2.2倍（過去最低）で、前年度の2.3倍から低下

• 受験者数は36,259人で、前年度に比較して2,642人減少（うち 新卒369人減少、既卒2,273人減少）。

• 小学校において採用倍率が過去最高の12.5倍であった平成12年度においては採用者数が3,683人であるのに対し、令和５年度は採用者数が平
成12年度の４倍以上の17,034人であり、これは昭和58年度以降、最多となっている。令和６年度も16,793人とほぼ同程度となっている。

公立学校教員採用選考試験の実施状況ー総計・小学校

（出典）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」
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総計 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 競争率（人） （倍）

（年度）

受験者数最低値（H4）

採用者数 最低値（H12）
競争率 最低値（R6）

競争率 最高値（H12）

受験者数 最高値（S54）

採用者数 最高値（S55）

74,822 

34,735 36,259 

22,975 

3,683 

16,793 
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小学校 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 競争率（人） （倍）

（年度）
採用者数 最低値（H12）

競争率 最低値（R6）

競争率 最高値（H12）

受験者数 最高値（S55）

採用者数 最高値（S54）

受験者数最低値（H5）
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 令和６年度（令和５年度実施）における中学校の競争率（採用倍率）は、4.0倍で、前年度の4.3倍から低下

• 採用者数は、9,830人で、前年度に比較して241人増加

• 受験者数は、39,030人で、前年度に比較して1,930人減少（うち 新卒26人増加、既卒1,956人減少）

 令和６年度（令和５年度実施）における高等学校の競争率（採用倍率）は、4.3倍で、前年度の4.9倍から低下

• 採用者数は、4,917人で、前年度に比較して318人増加

• 受験者数は、21,331人で、前年度に比較して1,129人減少（うち 新卒３人減少、既卒1,126人減少）

公立学校教員採用選考試験の実施状況ー中学校・高等学校
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中学校 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 競争率（人） （倍）

（年度）
採用者数 最低値（H12）

競争率 最低値（R6）

競争率 最高値（H12）
受験者数 最高値（S54）

採用者数 最高値（S57）

受験者数最低値（H4）
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高等学校 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 競争率
（人） （倍）

（年度）
採用者数 最低値（H19） 競争率 最低値（R6）

競争率 最高値（H19）受験者数 最高値（S54）

採用者数 最高値（S60）

受験者数最低値（R6）

（出典）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」
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○小学校については、新規学卒者は昨年度よりも減少したが中長期的にはほぼ横ばいである一方、既卒の受験者が引き続き大きく減少している。

公立学校教員採用選考試験の受験者数の内訳
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小学校 受験者数の内訳（新規学卒者、既卒者）

新規学卒者

既卒者

既卒者の占める割合（右軸）

（人） （％）

（年度）（注１）堺市は平成26年度まで受験者の学歴等を把握していないため、受験者数に堺市の人数は含まない
（注２）大阪府は平成24年度まで受験者・採用者の学歴等を把握していないため、受験者数・採用者数に大阪府の人数は含まない

（出典）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」 15



○中学校については、新規学卒者が昨年度と比較して増加したが、既卒者が引き続き大きく減少している。中長期的には、小学校と比べて、新規
学卒者が減少傾向にあるが、令和３年度以降は回復傾向が見られる。

公立学校教員採用選考試験の受験者数の内訳
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中学校 受験者数の内訳（新規学卒者、既卒者）

新規学卒者

既卒者

既卒者の占める割合（右軸）

（人） （％）

（年度）（注１）堺市は平成26年度まで受験者の学歴等を把握していないため、受験者数に堺市の人数は含まない
（注２）大阪府は平成24年度まで受験者・採用者の学歴等を把握していないため、受験者数・採用者数に大阪府の人数は含まない

（出典）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」 16



○高等学校については昨年度に引き続き、新規学卒者・既卒者ともに減少している。 中長期的には、小学校と比べて、新規学卒者が減少傾向に
ある。

公立学校教員採用選考試験の受験者数の内訳
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高等学校 受験者数の内訳（新規学卒者、既卒者）

新規学卒者

既卒者

既卒者の占める割合（右軸）

（人） （％）

（年度）（注１）堺市は平成26年度まで受験者の学歴等を把握していないため、受験者数に堺市の人数は含まない
（注２）大阪府は平成24年度まで受験者・採用者の学歴等を把握していないため、受験者数・採用者数に大阪府の人数は含まない

（出典）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」 17



○ 多様な主体が有する知見を活かしたオンライン研修コンテンツを開発。
⇒Ｒ４年度補正予算、Ｒ５年度補正予算により、現在202コンテンツを開発

○ 開発したコンテンツを「全国教員研修プラットフォーム」上に掲載。

オンライン研修コンテンツの充実

消費者教育・金融教育、教員のメンタルヘルス対策、主権者教育、幼児教育、在外教育施設など
３．教師の多様な研修ニーズに対応する研修コンテンツ

情報教育や外国語教育、いじめ防止、不登校児童生徒支援、特別支援教育、外国人児童生徒対応など

１．喫緊の教育課題に対応する研修コンテンツ

初任者等経験の浅い教員や中堅教員、新任副校長・新任教頭などのキャリアステージや、道徳教育、総合的な学
習（探究）の時間、特別支援教育コーディネーター、コミュニティ・スクール、教員研修などの校務分掌

２．キャリアステージ・校務分掌に対応する研修コンテンツ

体育授業でのアスリート人材や音楽・美術等の授業でのアーティスト人材など

４．外部人材等に対応する研修コンテンツ

○ 教育委員会や大学等が登録した研修動画の視聴（受講）や、
研修受講履歴記録の作成ができる、「全国教員研修プラット
フォーム（Plant：プラント）」を構築。

○ 独立行政法人教職員支援機構により教育委員会と共同運用。
   ⇒R６年度より運用開始（51都道府県・指定都市の教育委員会が利用中。）
    ⇒R７．４現在、49 ,000件以上の研修が登録（うちオンデマンド研修コンテンツは約 
5,800件）。利用教員数は約780,000人。ゲストユーザー数は約27,000人。

「全国教員研修プラットフォーム」の構築・運用

研修の受講

研修受講履歴の作成・閲覧

研修の推薦等手続

研修動画コンテンツ・研修情報の登録

機能③

機能②

機能①

機能④

文部科学省（独）教職員支援機構

全国教員研修
プラットフォーム

研修履歴を活用した資質向上に関する指導助言

学びの成果の可視化と組織的共有

教育委員会・学校管理職等

研修履歴を記録

研修の実施／
受講の奨励

研修の受講・
振り返り

対話

教師自らの主体的な学びのマネジメント

適切な目標設定と現状把握

教師

学び続ける教師へ

教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律
 教員免許更新制の発展的解消、研修受講履歴記録作成、資質向上に関する“対話と奨励”の制度化

 教師の資質向上に関する「大臣指針」を改正、「対話と奨励のガイドライン」を策定

<取組の内容>

<取組の背景>

Plantへのログインなど、詳細はこちらからアクセス願います。 → https://www.nits.go.jp/service/plant/

「全国教員研修プラットフォーム」の構築・運用とオンライン研修コンテンツの充実
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